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遅れたら致命傷、日本企業が今すぐ打つべき AI

戦略  

～スタンフォード大学が警告する「AI 活用格差」の現実～ 

 ライフデザイン研究部 主席研究員/テクノロジーリサーチャー 柏村 祐 

 

1.世界のAI活用は、もはや「不可逆的な潮流」である 

スタンフォード大学人間中心の AI 研究所（HAI）の「AI Index Report 2025」は、

世界の AI 開発・導入が我々の想像を絶する速度で進展している現実を指摘している。

AI はもはや一部の先進企業のものではなく、あらゆる産業にとっての「標準装備」と

なりつつある。 

2024 年、グローバル企業の 78%が AI を業務に利用しており、これは前年の 55%から

の爆発的な増加である。特に生成 AI の利用率は、わずか 1 年で 33%から 71%へと倍増

した。これは、AI 活用が「様子見」の段階を終え、本格的な「実装」フェーズに移行

したことを意味している。 

技術面でも、AI が年々難易度が高くなるベンチマークを次々と攻略する一方で、そ

の利用コストは劇的に低下している。一例として、GPT-3.5 レベルの性能を持つシス

テムのコストは過去 1 年半で 280 分の 1 にまで下がった。高性能な AI がかつてない

ほど利用しやすくなり、導入へのハードルは技術的にも経済的にも取り払われたとい

える。 

 

2.AI がもたらす生産性革命と日本の危機 

しかし、世界の競合他社が、この安価で高性能な AI を駆使して、業務効率化、新製

品開発、マーケティングの高度化をかつてないスピードで進めている中、データは日

本がこの世界的な潮流から取り残されつつあるという厳しい現実も浮き彫りにしてい

る。本節では、AI がもたらす生産性革命の現実、世界との圧倒的な投資格差、そして

日本特有の課題について詳述する。 

 

1)AI による具体的な生産性向上効果 

まず注目すべきは、AI がもはや単なる期待の対象ではなく、実際に効果を測定でき

る生産性向上ツールになっている点である。「AI Index Report 2025」では、その代

表例として顧客サポート業務における生成 AI アシスタントの導入効果を分析した研

究を挙げている（図表 1）。この研究によれば、AI アシスタントを利用したエージェ
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ントは、利用しなかったエージェントと比較して、1 時間あたりに解決する課題数が

平均 14.2%向上した。これは、AI が人間の能力を補完・拡張し、具体的な業務効率の

改善に直結する有力な証拠である。さらに、専門性の高い知的労働においても、AI の

活用が新素材発見率を 44.1%向上させるなど、その効果が発揮されている。この事実

は、AI が単なるコスト削減ツールに留まらず、企業のイノベーション創出能力そのも

のを高めるエンジンとなりうることを示唆している。この生産性革命の波に乗り遅れ

ることは計り知れない機会損失に他ならない。 

 

図表 1  AI アシスタントが顧客サポートエージェントの生産性に与える影響 

 
資料：AI Index Report 2025, Figure 4.4.8 (Source: Brynjolfsson et al., 2023)  

 

2)世界の AI 投資競争と日本の立ち位置 

世界の AI 開発競争がいかに熾烈であるかは、その投資規模が物語っている。「AI 

Index Report 2025」が示す国別の民間 AI 投資額は、日本の産業界にとって衝撃的な

内容である（図表 2）。2024 年、米国の民間 AI 投資額は 1,091 億ドル（約 16 兆円）

という驚異的な水準に達した。これは 2 位の中国（93 億ドル）の約 12 倍、英国（45

億ドル）の 24 倍以上という、他を全く寄せ付けない規模である。これに対し、日本の

投資額はわずか 0.93 億ドル（約 140 億円）に過ぎず、その差は歴然としている。この

桁違いの投資格差は、AI を国家および企業の成長戦略の中核に据え、未来の産業覇権

を握ろうとする世界の「本気度」の表れともいえる。日本がこの投資競争の蚊帳の外

に置かれ続ければ、技術的格差は決定的となり、グローバル市場における競争力を根

本から失うことは避けられない。 
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図表 2  2024 年 国別 民間 AI 投資額  

 
資料：AI Index Report 2025, Figure 4.3.8 (Source: Quid, 2024) 

 

3)AI 導入を阻む日本の国民感情 

技術や投資に加え、AI 導入の成否を左右するのが、社会全体の受容性、すなわち国

民感情である。「AI Index Report 2025」は、AI に対する各国の意識調査の結果も示

しており、そこから日本特有の課題が浮かび上がってくる（図表 3）。中国やインド

ネシアなどが「高い興奮・低い不安」の領域に位置し、AI に極めて肯定的な姿勢を示

すのとは対照的に、日本は「低い興奮・低い不安」の領域にプロットされている。こ

れは、日本社会全体で、AI がもたらす便益への期待と同時にリスクへの懸念も共に低

い水準にあり、AI に対して様子見、あるいは無関心な層が多いことを示唆している。

この国民感情は、企業の大胆な AI 導入を妨げる「見えざる壁」となりかねない。経営

者は技術導入と並行し、AI の利点や安全性について丁寧に説明し、社会的なコンセン

サスを形成していく努力が不可欠である。 
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図表 3  AI 製品・サービスに対する各国の意識（2024 年） 

 
 

資料：AI Index Report 2025, Figure 8.1.4 (Source: Ipsos, 2024) 

 

3.日本企業が今すぐ実行すべき 4 つのアクション 

この危機的状況を乗り越え、AI時代における新たな成長を掴むために、日本企業は

以下の 4 つの行動を直ちに開始すべきである。 

 

1)経営層の意識改革とトップダウンでの導入推進 

AI 導入は、もはや IT 部門だけの課題ではない。CEO や取締役会が AI の戦略的重要

性を理解し、全社的な変革としてトップダウンで推進する必要がある。AI をコストで

はなく、未来への成長投資と位置づけ、明確なビジョンと予算を伴った導入計画を策

定すべきである。 

 

2)「試す」から「組み込む」フェーズへ 

PoC（概念実証）を繰り返すだけでは、グローバルな競争には勝てない。マーケティ

ング、営業、開発、顧客サポートといった具体的な業務プロセスに AI を「組み込む」

ことを目指すべきである。生産性向上が実証されている領域から着手し、成功体験を

積み重ねて全社に展開することが、変革を加速させる最も確実な道筋といえる。 

 

3)人材育成とスキルギャップ解消への投資 

AIを使いこなすのは「人」である。全社員を対象としたAIリテラシー教育を実施す

ると同時に、AIを積極的に活用する従業員を評価し、成功事例を共有する文化を醸成

することが不可欠である。また、AIによって変化する業務に適応できるよう、積極的

なリスキリング（学び直し）プログラムに投資する必要がある。 
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4)「責任ある AI（Responsible AI）」への取り組み 

AI の導入は、効率化と同時に、バイアス、プライバシー、透明性といった新たなリ

スクも生み出す。「責任ある AI」への取り組みは、社会からの信頼を獲得し、長期的

な競争力の源泉となる。早い段階から倫理指針やガバナンス体制を構築し、信頼を事

業の基盤とすべきである。 

 

図表 4  日本企業が今すぐ実行すべき 4 つのアクション  

 
資料：筆者作成  

 

2025 年は、日本企業にとってAI導入の「最後の岐路」となるだろう。スタンフォ

ード大学のレポートが示す世界の現実は、我々が躊躇している時間はないことを告げ

ている。AIを導入し、生産性を飛躍的に高め、新たな価値創造のサイクルに入るの

か。それとも、現状維持に甘んじ、静かに競争力を失っていくのか。その選択は、ま

さに今、経営者の双肩にかかっている。この提言が、未来を切り拓くための一助とな

ることを切に願う。 


